
調布市下水道事業経営戦略２０２５(素案) 【概要版】 
 

1 

 

2 経営戦略の位置づけと計画期間  (本編 Ｐ２) 

令和２年度に策定した下水道分野のマスタープランである「調布市下水道ビジョン」（計画期間：令

和３年度～令和１２年度）」は，調布市基本計画や調布市都市計画マスタープラン等の上位・個別計

画との整合・相互連携を図るとともに，経営基盤強化及び財政マネジメント向上につなげるべく，中

長期的な経営の基本計画である「調布市下水道事業経営戦略」としても位置付けています。 

なお，経営戦略は，30 年間の財務シミュレーションに基づく 10 年間の投資・財政計画のほか，人

材育成や官民連携，広域化・共同化等の取組についても方向を示しています。  

 

計画期間 ： 令和７年度～令和１６年度 ＜１０年間＞ 

※ 改定後は５年に１度は見直しを行い，経営環境の変化や投資事業の進捗等に応じて，最新の内容に更新して

いくものとします。なお，自然災害等，下水道事業を取り巻く環境に大きな変化が生じる事由が発生した場合は，

適宜見直しを行います。 

 

 

 

３ 経営の基本方針   (本編 Ｐ３) 

基本理念及び基本方針については，調布市下水道ビジョンでの位置づけを継承します。 

＜基本理念＞「環境とくらしを守る下水道」 

＜基本方針＞「下水道施設の機能維持」 「組織の対応力の向上」 「持続的な経営の確立」 

 

 

１ 経営戦略改定の背景  (本編 Ｐ１) 

近年，人口減少及び節水技術の進展による下水道使用料の減収，さらには下水道施設の老朽化

に伴う大量更新期の到来により，下水道事業の収支バランスが崩れ，持続可能な下水道事業経営に

おける課題となっています。こうした状況の中，国は，地方公共団体に対して，将来にわたって安定

的に事業を継続していくための中長期的な基本計画である「経営戦略」の策定・改定を求めていま

す。 調布市においては，令和２年度に官庁会計から公営企業会計へ移行するとともに，「調布市下

水道事業経営戦略」を策定しました。 公営企業会計移行により，主要な経営指標である，経常収支

比率，経費回収率の値が低水準で推移するなど経営課題が明確化しました。さらには，気候変動の

影響による豪雨対策や物価高騰など急激な社会情勢等への対応が必要となっています。 

以上のことから，令和２年度に策定した調布市下水道事業経営戦略の改定を行います。 

調布市 
下水道 
ビジョン
（２０2０） 

 経営戦略  

（202５） 

 

経営戦略 
（202５） 
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４ 下水道事業の概要  (本編 Ｐ４～7) 

(１) 施設 

供用開始年度 昭和 47 年度 法適用 法適用（一部適用） 

処理区域内 

人口密度 
12２.４人 / ha 

流域下水道への 

接続の有無 
有 

処理区数 １処理区 処理場数 なし 

広域化・共同化 

・最適化・実施状況 

・東京都の流域下水道へ接続  

・下水道使用料の徴収事務委託による事務の共同化 

・多摩地域７市共同で公営企業会計システムを導入・運用 

・狛江市と根川流域の浸水対策を実施 

・三鷹市と雨水貯留施設を建設 
 

(2)組織の状況   

昭和４０年代から５０年代にかけての集中的

な下水道整備に応じて職員数を増やし，ピーク

時の昭和５４(1979)年には４１人体制で業務

を行っていましたが，下水道処理人口普及率 

１００％を達成した昭和６２(1987)年度前後か

ら，下水道新規整備の減少に伴い職員数も減

少しています。令和６年３月末時点では１８人体

制 と な っ

ています。 

 

(3)経過年数別管渠延長一覧表  （R６年３月末時点） 

法定耐用年数５０年を超える管渠は全体の 

２１％，１０年後の令和１５(2033)年度には 

８３％となり老朽化が急速に進行します。 

 

５ 将来の事業環境 (本編 Ｐ１９～２３)  

(1) 処理区域内人口と使用料収入の予測  

調布市では，下水道処理人口普及率

が 100％（水洗化率が 99.9８％）とな

っていることから，水洗便所設置済人

口は総人口と併せて推移します。 令

和４年３月時点の調布市人口推計で

は，令和１２年度の約２４万２０００人を

ピークに減少に転ずる見込みとなって

います。 

また，一人当たりの有収水量※はす

でに減少基調となっており，将来的に

は人口減と併せて更なる有収水量及

び使用料収入の低下が予測されます。 

 

〇 調布市の人口推計では令和１２年度をピークに減少 
〇 一人当たりの有収水量はすでに減少基調 

▼ 
下水道使用料収入の低下 

１０年後８３%が 

法定耐用年数超 

となる 
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(2) 施設の見通し   

➀  建設改良費の見通し 

都市計画道路等整備に伴うその他の建設

改良事業，流域下水道負担金及び老朽化・劣

化対策事業などの経常的な事業に加えて，根

川雨水幹線への定置式ポンプ等設置事業及

び地震対策事業が重なり，計画期間中は高水

準で推移し，長期的には更に増加する見込み

です。 

 

 

➁  維持管理費等の見通し 

自然流下化事業の完了により，令和７年度か

ら仙川汚水中継ポンプ場の維持管理費が縮減

されるほか，法定耐用年数を超過する管渠の増

加による減価償却費の減少により令和１６年度

まで減少基調となります。その後は左記「➀建

設改良費の見通し」のとおり，事業拡大に併せ

た減価償却費や営業外費用（支払利息）が増加

する見込みです。 

 

 

 

 

7 経営課題の解決策 (本編 Ｐ24～２７)  

(１) 経費縮減策 

➀  管路の劣化状況を踏まえた「ストックマネジメント計画」※に基づく事業費の縮減及び平準化 

標準耐用年数５０年で全て布設替えを行う「単純更新」ではなく，一

定制約のもと優先的に改築する管路を，災害発生時にリスクの高い中・

大口径管に絞り改築を行う「最適化シナリオ」で改築を行うことで経費

縮減を図ります。  

※ストックマネジメント計画とは，下水道事業の役割を踏まえ，持続可能な下水道事業の実

施を図るため，膨大な施設の状況を客観的に把握，評価し，中長期的な施設の状態を予測

しながら，下水道施設を計画的かつ効率的に維持・管理するための計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6 将来の事業環境からみえてきた財政上の経営課題  (本編 Ｐ２４) 

〇 増大する建設改良（老朽化・劣化対策，浸水対策，地震対策）需要に対する財源確保 

〇 下水道事業収入の根幹となる下水道使用料水準の改善，経費回収率※の改善  

〇 中長期（３０年間）にわたり安定的に事業運営するための現預金残高の確保 

※経費回収率：下水道使用料で回収すべき経費をどの程度下水道使用料で賄えているかを表す指標 

【単純更新】  

総額 約 7５４億円 （R5～R34） 
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➁  仙川汚水中継ポンプ場の自然流下化による維持管理費等の縮減 

自然流下化事業による仙川汚水中継ポンプ場の廃止により，維持管理費等を縮減します。３５年

目で分岐点を迎え，５０年間では１０億円超の縮減効果が見込まれます。  

➂  包括的民間委託による業務効率化等の推進  

管路の維持管理業務の一部に，官民連携手

法の一つである包括的民間委託を導入し業務

効率化による経費縮減を図ります。（R6～） 

 

➃  その他の経費縮減の主な取組 

・東京都と水質検査の共同実施 （H21～）  

・東京都の下水道事業における災害時復旧支援

での連携（H29～） 

・公営企業会計システムを多摩地域７市で共同

導入・運用による経費縮減 （R1～）  

・マンホール蓋交換工事における材料の調達方

法の見直しによる経費の縮減 （R5～） ほか 

(2) 収入確保の取組 

➀ 国・都補助金の活用 

➁  一般会計繰出金（雨水排水に要する経費

等）の確保   

➂ その他収入の確保（老朽化マンホール蓋の

鉄くず売却 ほか） 

 

 

  

8 目標値の設定  (本編 Ｐ２８) 

将来にわたって安定的に事業を継続するために，以下のとおり目標値（令和１６年度時点）を設

定して経営課題の解決を図ります。 

・ 経常収支比率 １００％ (R5 決算 ９９．１７%)   

・ 経費回収率   １００％ (R5 決算 ８８．９７%)   

・ 現預金残高   １８億円 ＜下水道使用料１年分＞ (R5 決算：12.9 億円) 

自然流下化事業に伴う費用縮減効果  

１０億６５００万円 

令和６年度には，デザインマンホール蓋
の製作にあたり，クラウドファンディン
グを実施しました。（新選組の誠忠を象
徴する「誠」を中央にあしらったデザイ
ンで製作） 

【期待できる効果】 

〇 ストックマネジメント計画の着実な実施 

〇 予防保全型の維持管理業務の実施 

〇 増加する事業量に対する円滑な下水道事業執行体制

構築  

シールドマシン等による管渠
の新設により，ポンプ圧送方
式から自然流下方式へ切り替
えることでポンプ場を廃止し
ます。 
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9 財務シミュレーションの条件設定  (本編 Ｐ２９) 

「５ 将来の事業環境」を踏まえて財務シミュレーションを実施するにあたり，以下の条件を設定し

ます。 

◇収益的収入  

・下水道使用料 使用料単価（円/㎥）× 有収水量（㎥）  

・雨水処理負担金 総務省が定める地方公営企業繰出基準に基づき算出  

・他会計負担金 総務省が定める地方公営企業繰出基準に基づき算出  

・長期前受金戻入 耐用年数 管渠５０年 ・ 流域下水道負担金 ４５年 

◇収益的支出 

・維持管理費 当初５年間は物価上昇率 年３.0％を見込む。その後は１.0％で算出 

・流域下水道維持管理負担金  

令和７年度までは，現行単価(３５．１８円/㎥(税抜)) で計算。令和８年度以

降は，４0．80 円/㎥(税抜)とし，５年ごとに物価上昇も反映させる。  

・職員給与費 人件費は直近の決算値（令和５年度）で一定 

・企業債支払利息 金利は内閣府公表の名目長期金利を基に算出 

・減価償却費 耐用年数 管渠５０年 ・流域下水道負担金 ４５年  

◇ 資本的収入 

・企業債 起債が認められる事業に１００%充当 

・他会計負担金 総務省が定める地方公営企業繰出基準に基づき算出 

・国・都補助金 国費充当を前提として，現在の制度に準じて算出 

◇ 資本的支出 

・企業債 30 年償還（１年据置）・元金均等償還 

・建設改良費 当初５年間は物価上昇率 年３.0％。その後は年１.0％で算出 

 

 

10 財務シミュレーション結果 ＜成行き＞ (本編 Ｐ３２・３３)       

 「７ 経営課題の解決策」 を踏まえた財務シミュレーションに基づく主な指標の見通しは以下のとお

りです。 

(1) 経常収支比率 

経常収支比率は，計画期間及びそれ以降も

１００％を下回っており，健全な経営状態では

ありません。経営改善が必要な状況です。 

(2) 経費回収率 

経費回収率は，計画期間及びそれ以降も  

１００％を下回っており，汚水処理費を下水道

使用料で賄えていません。経営改善が必要な

状況です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

使用料収入の不足  不健全な経営  

算定式 算定式 
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(3) 現預金残高の見通し 

現金収支の悪化に伴い，計画期間内である令和 

１４年度には現預金残高がなくなり，事業経営が成

り立たなくなります。 

 

 

 

 

 

１１ 財務シミュレーション結果 <目標達成＞ (本編 Ｐ39)  

計画期間最終年に目標値（「８ 目標値の設定」）を達成する水準まで下水道使用料を見直した場

合の財務シミュレーション結果は以下のとおりです。 

  

数値目標 
使用料改定率 
（試算値）※ 

令和１６年度 
（計画期間最終年度） 

経常収支比率
100％ 

29.8％ 

１０６．８% 

経費回収率 
１００％ 

１0６．７％ 

現預金残高 
１８億円 

１８．２億円 

 

 

  

 

「財務シミュレーション ＜成行き＞」結果 
 
〇 「経常収支比率」・「経費回収率」 

     →恒常的に１００％を下回る 
 
〇 「現預金残高」 

     →令和１4 年度に枯渇 
       

 
 

「下水道使用料水準」 の見直しが必須 

   

 
下水道使用料水準算定の考え方  
 
使用料対象経費を回収できる使
用料水準を設定 
 
〇算定期間 ：令和８年度～ 

１２年度（５年間） 
 
〇改定時期 ： 令和８年度 

※改定率は，令和５年度決算を踏まえ，令
和６年７月時点で見込まれる経営状況に
基づくものであり，実際に改定を行うにあ
たっては，その時点における経営状況等
に基づき算定します。 
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１3 投資・財政計画に未反映の事項ほか (本編 Ｐ４１) 

(1) 事業費に未反映の事業 
・ 流域下水道野川処理区の下水道処理施設整
備 (都負担金) 

・ （下水道未整備区域である）野水処理分区※1の下
水道整備 
※ともに，実施時期・概算事業費 未定 

※1野水処理分区は，調布基地跡地，調布飛行場，野川公

園が位置する区域 

(2) 事業費の見直しが予想される事業等 

・ 仙川汚水中継ポンプ場 解体費 

→ 跡地利用が未定のため,部分解体の見込み額

のみ反映 

・ 流域下水道 維持管理負担金  

→ 調布市独自の試算に基づく改定単価を反映  

 

調布市経営戦略改定検討に係る専門委員会  検討経緯  

〇令和５年度 

第１回 「下水道事業の現状・将来の事業環境から見えてくる課題」   

第２回 「経営改善策の検討」  「経営課題の解決に向けた財務シミュレーションの実施及び整理」  

〇令和６年度 

第３回 「経営課題の解決に向けた下水道使用料算定の考え方及び下水道使用料水準の在り方」 

第４回 「令和５年度決算を踏まえた望ましい使用料水準の在り方」 ・ 「使用料体系の考え方➀」 

第５回 「調布市下水道事業経営戦略(案)」 ・ 「使用料体系の考え方➁」 

第６回  【予定】 委員会報告書の検討及び決定 ほか 

 

調布市経営戦略改定検討に係る専門委員会  委員名簿 

分野  氏名  所属等  

有識者  長岡 裕  

・東京都市大学建築都市デザイン学部都市工学科教授 

・下水道広報プラットホーム理事会会長 
・国土交通省下水道政策研究委員会委員 
・社会資本整備審議会専門委員等  を歴任  

有識者  髙橋 佑季  

・有限責任監査法人トーマツ 東京事務所マネジャー ＜公認会計士＞ 

・総務省による地方公共団体の経営・財務マネジメント強化事業（公営
企業関係）アドバイザー 

有識者  大橋 立子  ・元調布市政策室長  

行政（東京都） 持田 智彦  
・東京都下水道局流域下水道本部技術部 
市町村下水道担当課長  

行政（調布市） 山内 隆宏  ・行政経営部参事 （財政担当） 

行政（調布市） 田波 利明  ・環境部長  

 

１２ 投資・財政計画 ＜概略＞  （本編 P56・５７） 

  

１． (A) 2,928,086 3,534,6073,522,4423,509,9053,498,7093,485,0693,482,2953,453,4523,438,138 3,425,962

２． 1,129,792 1,082,2611,034,638 978,654 919,848 841,813 755,803 642,195 570,033 504,566

(C) 4,057,878 4,616,8684,557,0804,488,5594,418,5574,326,8824,238,0984,095,6474,008,171 3,930,528

１． 3,927,655 4,097,1784,037,2373,969,6113,889,5443,787,0733,705,8123,540,5223,443,866 3,364,550
２． 206,678 218,059 231,530 243,886 261,276 274,706 285,461 290,770 302,847 315,947

(D) 4,134,333 4,315,2374,268,7674,213,4974,150,8204,061,7793,991,2733,831,2923,746,713 3,680,497

(E) -76,455 301,631 288,313 275,062 267,737 265,103 246,825 264,355 261,458 250,031

　　投資・財政計画（収支計画）　　　単位：千円

収 入 計

支 出 計

様式第2号（法適用企業・収益的収支）

区　　　　　　分

年　　　　　　度

(C)-(D)

令和15年度令和7年度

営 業 外 費 用

収

益

的

収

支 経 常 損 益

営 業 収 益

営 業 外 収 益
収

入

支

出

営 業 費 用

令和8年度 令和9年度令和10年度 令和14年度 令和16年度令和13年度令和12年度令和11年度

１． 860,700 971,500 942,9001,332,2001,103,9001,019,100 790,4001,113,9001,125,000 1,136,300

４． 53,145 53,145 53,145 53,145 53,145 53,145 53,145 53,145 53,145 53,145

６． 232,737 261,572 287,993 637,455 643,829 526,100 276,951 343,055 346,483 349,950

(A) 1,146,582 1,286,2171,284,0382,022,8001,800,8741,598,3451,120,4961,510,1001,524,628 1,539,395

１． 1,190,275 1,331,6821,331,2722,071,6291,850,3731,648,5161,171,3141,561,4201,576,634 1,592,003
２． 417,814 469,771 504,980 544,121 582,386 634,189 678,238 719,482 752,961 740,589

(D) 1,608,089 1,801,4531,836,2522,615,7502,432,7592,282,7051,849,5522,280,9022,329,595 2,332,592

様式第2号（法適用企業・資本的収支）

年　　　　　度

区　　　　　分

　　投資・財政計画（収支計画）  　　　単位：千円

企 業 債

令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和12年度

資

本

的

収

支

支

出

建 設 改 良 費

収

入

国（都道府県）補助金

計

他 会 計負 担金

計

企 業 債償 還金

令和14年度令和13年度令和10年度令和11年度 令和15年度 令和16年度


